
○普通財産の管理及び処分に関する訴訟事件の報告等について 
 

                             平成１３年３月３０日 

                             財 理 第 １ ３ ３ １ 号 

改正 令和2年1月31日財理第325号 

同 3年6月11日 同 第1932号  

同 6年3月 8日 同 第669号 

 

             財務省理財局長から各財務（支）局長、沖縄総合事務局長宛 

 

標記のことについては、下記によることにしたから通知する。 

 

おって、次の通達は廃止する。 

１ 昭和 35 年 11月 16 日付蔵管第 2526号「管財関係訴訟事件整理簿等の整備について」 

２ 昭和 36 年 10月 17 日付蔵管第 2327号「訟務担当者協議会の結果報告について」 

 

記 

 

 １ 訴訟事件整理簿等 

   「普通財産の物権に関する訴訟事件及び非訟事件」及び「管財関係債権に関する訴

訟事件及び非訟事件」について、各財務局等において、別紙様式１及び２により訴訟

事件整理簿等を整備し、進行管理を行うこと。また、それらの処理状況等について、

別紙様式１及び２により報告すること。 

 

 ２ 普通財産関係訴訟事件区分別調書 

普通財産の物件に関する訴訟事件及び非訟事件について、その状況を、別紙様式３

により報告すること。 

すなわち、別紙様式３については、管財関係債権に関する事件を除いた事件（注）

のみを報告対象とする。 

   （注）建物収去土地明渡等請求訴訟のように、一つの事件において、物権に関する

事件と管財関係債権に関する事件の両方を含む場合には、別紙様式３に計上す

るものとする。 

 

 ３ 国有財産関係訴訟事件判決等調書 

国有財産の管理及び処分に関する訴訟事件において、判決の言渡しを受けた事件及

び裁判上の和解を行った事件について、別紙様式４により報告すること。 

 

 ４ 法律相談結果等調書 

原則として全ての法律相談の結果（法務局及び地方法務局への相談結果を含む。）

について、任意の様式により報告すること。 



 

 ５ 提出期限 

年度分を当該年度経過後１か月以内に報告すること。 

 

 ６ 書面等の作成・報告の方法 

⑴ 電子ファイルによる作成 

本通達に基づき、作成を行う書面等（書面その他文字、図形その他の人の知覚に

よって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下同

じ。）については、電子ファイルにより作成を行うことができる。 

⑵ 電子メール等による報告 

イ 本通達に基づく報告のうち、書面等により行うこととしているものについては、

電子メール等の方法により行うことができる。 

ロ 上記イの方法により報告を行うときは、電子ファイルをもって行うものとする。 

 



別紙様式１ー１ 訴訟事件整理簿目次 物債の別 

 
 

整理
番号 

 
相手方名 

 

国 原 告 
国被告別 

 
事  件  名 

係  争  物  件 訴訟の推移  

財産
区分 

 

完  結  年  月  日  及  び
結  果 所在 区分 数量 

提訴年月日 控訴年月日 上告年月日 

一審判決 二審判決 最高裁判決 

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            
（注） 
１   本目次は、訴訟事件整理簿綴に綴り込み、物権関係と債権関係とは別々に作成する。 

２  「財産区分」には、財産の沿革を記載する。 



別紙様式１ー２ 非訟事件整理簿目次 物債の別 

 
 

整理
番号 

 
相手方名 

国申立人
国被申立
人別 

 
事件名 

対  象  物  件  

財産
区分 

 
申立年月日 

 
係属裁判所 

 

完  結  年  月  日
及  び  結  果 

 
本訴との関連 

所 在 区分 数量 

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            
（注） 
１   本目次は、非訟事件整理簿綴に綴り込み、物権関係と債権関係とは別々に作成する。 

２  「財産区分」には、財産の沿革を記載する。 



 

別紙様式２ー１ 訴 訟 事 件 整 理 簿 
 

整
番 

理
号 

 物債の別 

 訴 訟 経 過 訴訟手続依頼 
訴訟物
の価額 

係  争  物  件 

年 月 日 記号、番号 係属裁判所 結  果 年  月  日 法務局名 口座名
所  在 

区  分 数  量 

原  告  第一審  

第 
年（ ） 

号 
裁判所 

支部 
       

債 権 

被  告 
 控  訴  

第 
年（ ） 

号 
裁判所 

 種  類 金  額 

  

事件名 
 上  告  

第 
年（ ） 

号 
裁判所 

 

保 全 措 置 国訴訟代理人又は財務局指定
代理人 

事 

件

の

概 

要 

 

  

 

 
事
件
の
経
過 

年月日   記  事   年月日   記 事   

    
    
    
    
    
    
    
    

（注） 
１  本整理簿は、国が原告又は国が被告として訴訟が係属することとなった事件について記載する。 
２  本整理簿は、普通財産の物権に関する事件と管財関係債権に関する事件とは別綴りとする。 
３ 「訴訟経過」の「年月日」欄には提訴又は上訴年月日を、「結果」欄には、「１２．７．１５国勝訴判決、相手方控訴」「１２．７．１５国一部敗訴判決、国上告」
等と判決言渡年月日、結果及び判決確定年月日又は上訴の状況を記載する。 
なお、判決以外により、解決したものは、その年月日及び種類を記載する。 

４  「保全措置」欄には、当該訴訟事件に関連し、仮処分、仮差押等の措置を採ったものについて、その状況を記載する。 
５  報告に当たっては、当該年度において新規に係属することとなった事件、当該年度において終了した事件及び当該年度末において係属中の事件の分に
ついてその写しを送付すること。 



 

別紙様式２ー２ 非 訟 事 件 整 理 簿 
 

整 理 
番 号 

 物債の別 

 

措置の種類 
  

手続依頼年月日 

 

法務局名 

 

本訴との関連 

 

債 

 

権 
訴訟物
の価額 

対  象  物  件 

口座名
所  在 

区  分 数  量 

申立人 
    種  類 金  額     

  

被申立人 
 

申立年月日 記号、番号 係属裁判所 結  果 

 

事件名 
   

第 
年（ ） 

号 
裁判所 

支部 

 

事 

件

の

概 

要 

 国訴訟代理人又は財務局指定
代理人 

 摘 要  

  

 

 
事
件
の
経
過 

年月日  記  事   年月日   記 事    

    
    
    
    
    
    
    
    

（注） 
１  本整理簿には、非訟手続について申立を行った事件又は申立を受けた事件について記載する。 
２  本整理簿は、普通財産の物権に関する事件と管財関係債権に関する事件とは別綴りとする。 
３  「対象物件」の欄には、仮処分、仮差押、強制執行、競売等の対象物について記載する。 
４ 「結果」の欄には、それぞれの措置について、決定（成立）、却下、取下（取消）の終了事由及びその年月日を記載する。また、強制執行を行った場合にお
いては、執行終了（執行停止）の事由及びその年月日を記載する。 

５  報告に当たっては、当該年度において新規に係属することとなった事件、当該年度において終了した事件及び当該年度末において係属中の事件の分に
ついてその写しを送付すること。 



（注）件数について、土地及び建物（その他を含む）が一体となっている事件は土地に、建物及びその他を含む事件は建物に、各々計上する。 （注２）旧軍未登記財産については、各欄毎に（ ）で内書き記載する。  

別紙様式３－１ 

 

 

 年度分 

 
普  通  財  産  関  係  訴  訟  事  件  区  分  別  調  書 

 

 

 
 

（ 財務局） 
 

 

 

 

 

区 分 

 

前  年  度  末  現   在 

     本 年 度 中       

本  年  度  末  現  在 
増 減 

土 地 建 物 そ  の  他 土 地 建 物 そ  の  他 土 地 建 物 そ  の  他 土 地 建 物 そ  の  他 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

（１） 
 

国
原
告 

                                    

所有権確 
 

国
被
告 

                                    
認所有権 
移転登記 
（含む抹 
消登記）  

計 

                                    
請求事件 

（2） 
 

国
原
告 

                                    

建物収去  

国
被
告 

                                    
土地明渡 
及び物件 
（土地・建 
物機械 
等）引渡  

計 

                                    

請求事件 

（3） 
 

国
原
告 

                                    

そ の 他  

国
被
告 

                                    
（賃借権 
／占有権 
／売買無 
効／境界 
確認等）  

計 

                                    

請求事件 

（4） 

 

 

 

 

 
合   計 

 

国
原
告 

                                    

 

国
被
告 

                                    

 
計 

                                    



（注）件数について、土地及び建物（その他を含む）が一体となっている事件は土地に、建物及びその他を含む事件は建物に、各々計上する。 （注２）旧軍未登記財産については、各欄毎に（ ）で内書き記載する。  

別紙様式３－２ 

 

 

 年度分 

 
普  通  財  産  関  係  非  訟  事  件  区  分  別  調  書 

 

 

 
 

（ 財務局） 
 

 

 

 

 

区 分 

 

前  年  度  末  現   在 

     本 年 度 中       

本  年  度  末  現  在 
増 減 

土 地 建 物 そ  の  他 土 地 建 物 そ  の  他 土 地 建 物 そ  の  他 土 地 建 物 そ  の  他 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

件 

 

数 

相
手
方
数 

数 

 

量 

（１） 

 

 

 

 

 
仮  処 分
事 件 

 
国申
立人 

                                    

 

国被
申立
人 

                                    

 
計 

                                    

（2） 

 

 

 

 

 

調 停 
事 件 

 
国申
立人 

                                    

 

国被
申立
人 

                                    

 
計 

                                    

（3） 
 

国申 

                                    

 立人 

 
そ の 他 

 

国被
申立
人 

                                    

事 件 
（ 強 制 執  
行等）  

計 

                                    

（4） 

 

 

 

 

 
合   計 

 
国申
立人 

                                    

 

国被
申立
人 

                                    

 
計 

                                    



 

別紙様式４  
国 有 財 産 関 係 訴 訟 事 件 判 決 等 調 書 

 

 
 

財務局 
 

 

 

整理番号 
 

国 原 告 国 被 告 別 
 

分 
 

類 
 

区 
 

分 
 

 

事 

 

件 

 

名 

 

 
 

 
係 属 裁 判 所 事 件 番 号 判 決 日 

 

確定 
   

 

一審 
   

 

二審 
   

    

    

 

 

 
判決
要旨 

 

 

参考 
 



 

記載要領等 

１．「整理番号」 

 別紙様式1-1の整理番号を記載する。 

２．「国原告国被告別」 

 国原告又は国被告のいずれかを記載する。 

３． 「分類」  「区分」 

「分類」  「区分」は次の分類表に従い記載する。 

「 分 類 」 「  区  分  」 
 

１ 
 

取 
 

得 
 （１）買収契約の成立、 

（４）買収物件の契約内容不適合、 
（７）時効取得、 

（２）買収契約の履行、 

（５）買収契約の解除、 

（８）その他 

（３）買収に伴う特約、 

（６）相続人不存在財産の国庫帰属、 

２ 売 払 
 

（１）国有財産売払の性質、 

（４）売払契約の履行、 

（２）売払契約の成立、 

（５）売払契約の解除、 

（３）売払の相手方、 

（６）その他 

 

３ 

 

貸 
 

付 
 （１）貸付契約の成立、 

（４）貸付関係の終了、 

（７）その他 

（２）物納による賃貸借の承継、 

（５）貸付中の財産の売払、 

（３）使用目的、 

（６）貸付財産の盗難、 

４ 借 受 
 

（１）借地上の建物の物納と借地権の承継、（２）賃借契約の終了、（３）その他 

 

５ 

 

保 

 

全 

 （１）土地の境界、 

（４）戦災建物の修理、 

（７）その他 

（２）不法占拠者に対する措置、 

（５）相隣関係、 

（３）不法処分・毀損、 

（６）国有地の時効取得、 

 

６ 
行政財産
の特殊性 

 

７ その他 
 

４． 「事件名」 

一審の事件名を記入する。複数の事件を併合して審理した場合には、全ての事件名を記載し、

本訴、反訴等の別を（ ）内に記載する。 

５． 「確定」、「一審」、「二審」 

① 一審において確定した場合は、「確定」に記載する。 

② 上訴審において確定した場合は、確定判決について「確定」に記載し、原審以前の判決について「一

審」、「二審」に記載する。 

③ 上訴審において裁判上の和解をした場合は、「確定」に記載し、原審以前の判決等の記載は②による。 

④ 上訴審において係属中の事件については、空欄に「係属」と記載する。 

６． 「事件番号」 

併合審の場合は、全ての事件番号を記載する。 

７． 「判決日」 

裁判上の和解事案においては、「和解」と記載の上、和解年月日を記載する。 

８． 「判決要旨」 

事案概要、争点及び判決概要が分かるように簡潔に記載する。 

確定判決が何ら争点について判示していない場合は、原審判決の要旨を簡潔に記載する。

なお、訟務月報等の判例集に掲載されている場合は、その判決要旨等を参考にすること。 

９． 「参考」 

訟務月報等の判例集に掲載されている場合は、その判例集名等を記載する。 

10．報告に当たっては、判決書（写）又は和解調書（写）を添付する。 
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